


 

Ⅰ．業務の目的 

独立行政法人日本貿易振興機構は、我が国の貿易の振興Ａ

Ｃ 停停 ７ ¶ė眀祁 院依嫌膐これらの地

域との貿易

 

アジア地域その他の地域のá地域の

記

６～８に掲げる業務に係る施設をアジア地域その他の地域の経済及びこれに

�

::: : に ６ K ﾂ 係 有 K W 有 :
:

大 阪 府 大 阪 市 北 区 中 之 島 ３ － ３ － ３ 

ア ジ ア 経 済 研 究 所  〒 2 6 1 - 8 5 4 5  千 葉 市 美 浜 区 若 葉 ３ － ２ － ２ 

国内事務所 ３６カ所 海外事務所 ７４カ所 

 

Ⅳ．資本金額及び政府の出資額 

    期首残高 

（平成$㎈

蓉

当期増減額 期末残高 

（平成 17 年 3 月 31 日現在）

資本金額 1ぎ







 

Ⅹ．法人の組織図 
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（２）事業実施における費用対効果の向上 











 

    



 

３．海外における対日投資広報活動を積極的に実施  
北米、欧州を中心に、新聞･テレビ等のメディア、海外における対日投資シンポジウム等のイ

ベントを通じて、日本市場の魅力、成功の可能性、我が国の技術力や市場規模、東アジアのゲ

ートウェイとしての位置づけ等を積極的に広報しました。 

 

＜広報の内容＞�w�®













 

③



 

＜具体的な成果＞ 

商談件数  1,290件 

 

③ CEATEC JA





 

② 伝統産品分野 

1) タイ 

「タイの一村一品」支援を行い、日本の大手百貨店煗俊à黛勘

晦 灈 俊槗丼門蝅

 



 

 

５．利用者の役立ち度は目標を達成  
 

成果指標役立ち度アンケート調査では、以下のような評価を得、目標を達成しました。





 

















 

２．科学技術国際フォーラム（STS）の開催に協力





 

＜具体的成果＞ 



 

②知的財産権保護官民合同訪中ミッション（16





 



 

①研究ニーズの把握 

15年度に実施した各界有識者（民間、公的岐渴、




















